
グリーン･イノベーションを目指した環境研究･技術開発
新しい「環境研究･環境技術開発の推進戦略」

１．中長期の「あるべき持続可能な社会の姿」を念頭に置いた研究開発

基本的考え方

２．世界トップレベルの環境技術を活かした「世界への貢献」と「成長」

３．技術を「社会実装」させ、イノベーションを目指す

長期(2050年)、中期(2020年)の社会像を達成するためにこの5年間で必要な研究課題をピックアップ。

低炭素製品の普及、水処理技術、廃棄物処理技術等の海外展開により、経済を牽引。

各技術を最適に組み合わせ、大規模な普及により社会を変革。世界のモデルとなる。
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重点課題の考え方

脱温暖化 循環

自然共生 安全

【重点課題14】生物多様性の確保
【重点課題15】国土・水・自然資源の持続的な保全と利用

【重点課題16】化学物質等の未解明なリスク・脆弱性を
考慮したリスクの評価・管理
【重点課題17】健全な水・大気の循環

【重点課題11】３Ｒ・適正処理の徹底
【重点課題12】熱回収効率の高度化
【重点課題13】レアメタル等の回収・リサイクルシステム
の構築

【重点課題7】低炭素で気候変動に柔軟に対応するシナリオ
づくり
【重点課題8】エネルギー需要分野での低炭素化技術の推進
【重点課題9】エネルギー供給システムの低炭素化技術の推
進
【重点課題10】地球温暖化現象の解明と適応策

①全領域共通分野の創設による各研究領域へのあるべき社会像の明示
②領域横断分野の創設による課題解決
③技術･システムの社会実装によるイノベーション

【重点課題1】長期的な国家ビジョンの中でのあるべき社会（持続可能社会）に係る研究
【重点課題2】持続可能社会への転換に係る研究
【重点課題3】アジア地域を始めとした国際的課題への対応

【重点課題4】複数領域に同時に寄与するWin-Win型の研究開発 （例）コベネフィット型技術・システムの開発
【重点課題5】複数領域間のトレードオフを解消する研究開発 （例）温暖化対策製品の３R技術の開発
【重点課題6】環境要因による社会への影響と適応 （例）気候変動等による生態系への影響の解明

Ⅰ．全領域共通

Ⅱ．領域横断

Ⅱ．領域横断

Ⅱ．領域横断Ⅱ．領域横断

Ⅱ．領域横断
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Ⅲ．個別領域



環境研究・技術開発の効果的な推進方策

１．研究・技術開発領域間の連携

２．産学官、府省間、国と地方との連携

３．アジア等との連携・国際的な枠組みづくり

４．地域レベルの研究開発の強化

５．研究・技術開発成果の施策への着実な反映

６．国民への分かりやすい発信

７．フォローアップ
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競争的資金制度におけるトップダウン型研究・領域横断型研究の拡大 等

関係府省・機関の連携や（独）国立環境研究所のネットワーク機能等の活用による他の主体との連携 等

アジア等の地域に受け入れやすい技術・システムの最適化、国際標準化やルール形成
ＩＰＣＣ等の国際枠組みや国際共同研究等による協力の充実 等

地環研・地方大学の強みを生かした政策提言や地域経済の活性化、競争的資金制度における地域枠の強化 等

（独）国立環境研究所の中期目標・中期計画（次期：平成23～27年度）への反映、競争的資金制度の強化 等

環境技術・システム・環境政策の国民への浸透 等

毎年度、フォローアップ結果を競争的資金制度へ反映し、時宜に即した研究開発 等



日時 内容

H21.12.25 ・環境研究・環境技術開発推進戦略の改定の方向性について
・新戦略の領域体系と重点課題
・新戦略検討の体制とスケジュール

H22.2.2 ・新「環境研究・環境技術開発の推進戦略」の考え方について
・ワーキンググループにおいて検討すべき事項について

H22.4.8 ・新「環境研究・環境技術開発の推進戦略」の考え方について
・新「環境研究・環境技術開発の推進戦略」における重点課題（案）について
・研究・技術開発の推進に当たって留意すべき事項
・新「環境研究・環境技術開発の推進戦略」構成（案）について

H22.4.28 ・新「環境研究・環境技術開発の推進戦略」における重点課題（案）について
・新「環境戦略・環境技術開発の推進戦略」（案）について

H22.5.7～H22.5.17 パブリックコメント

中央環境審議会 総合政策部会 環境研究・環境技術開発推進戦略専門委員会
検討経緯
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氏名（敬称略） 現職

安井 至 （委員長） 独立行政法人 製品評価技術基盤機構 理事長

鈴木 基之 放送大学教授、 中央環境審議会会長

大塚 直 早稲田大学大学院法務研究科教授

岡田 光正 国立大学法人 広島大学大学院工学研究科教授

中杉 修身 元 上智大学地球環境学研究科教授

西岡 秀三 独立行政法人 国立環境研究所 特別客員研究員

森本 幸裕 国立大学法人 京都大学大学院地球環境学堂教授

指宿 堯嗣 社団法人 産業環境管理協会 常務理事

藤田 正憲 国立大学法人 大阪大学名誉教授

三村 信男 国立大学法人 茨城大学地球変動適応科学研究機関長

山口 耕二 中外テクノス株式会社 顧問

中央環境審議会 総合政策部会 環境研究・環境技術開発推進戦略専門委員会
委員 （平成17年11月設置・任命）
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